
JSIA 様式第 1 

産業競争力強化法の生産性向上設備等のうち 

先端設備に係る仕様等証明申請書 

（記入例） 

平成 2X 年○月○日 

一般社団法人日本配電制御システム工業会 

会長 宇賀神 清孝 殿 

 

                     (申請者) 

郵 便 番 号 〒123-4567 

住 所 東京都港区江南 1-10-2 

企 業 名 配電 株式会社 

代 表 者 名 配電 太郎        印 

連 絡 先 T e l 03-3456-7890 

所 属 部 署 管理部 

担 当 者 名 変電 次郎 

 

 

 生産性向上設備投資促進税制の対象設備である「建物附属設備 受変電設備」について、税制措置

の適用を受けるため、性能要件について確認・証明をお願いいたします。 

  

記 

【添付資料】 

1 産業競争力強化法の生産性向上設備等のうち先端設備に係る仕様等証明書 1 枚 

2 要件確認書 1 枚 

3 旧（一代前）モデルと最新モデルの変圧器エネルギー消費効率が確認できる資料 1 枚 

4 受変電設備全体の結線図スケルトン 1 枚 

 

備考 1 申請者は、受変電設備製造業者とします。 

備考 2 本申請書は、事業所ごとに作成してください。 

備考 3 受変電設備全体（例えば第 1 電気室、第 2 電気室等がある場合は、全体像が分るようにして

ください）が表されている単線接続図又は、簡易スケルトン図等を添付してください。 

（変圧器の概要が確認できる結線図） 

備考 4 申請書及び添付資料の用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４又はＡ４折りとしてください。 

備考 5 受変電設備のエネルギー効率算定は、変圧器のエネルギー消費効率により確認します。 

 

 

配 

電 



様式第 2 

 

 

 

 

 

 

産業競争力強化法の生産性向上設備等のうち先端設備に係る仕様等証明書 

（記入例） 

設備の種類 「建物附属設備」電気設備のうちその他のもの 

設備の用途又は細目 受変電設備 

 

当
該
設
備
の
概
要

設 備 の 名 称 高圧受変電設備 

設 備 型 式 屋外キュービクル 

納 入 数 量 5 連一式 

納 入 年 月  平 成  2X 年   8 月（予定を記入すること） 

設 置 場 所 
（事業所名）ABC ビル 

（所 在 地）東京都千代田区霞ヶ関 1-1-10 

 

該
当
要
件 

①「最新モデル」に該当するか 

（※）当該設備がソフトウエア組込型機械装置（中小企業者等が取得又は製

作をするものに限る。）である場合は、「一代前モデル」でも可。 

1．該当   2．非該当 

②「生産性向上」に該当するか 

（※）当該設備がソフトウエア（中小企業者等が取得又は製作をするものに

限る。）である場合、または比較すべき旧モデルが全く無い新製品の場

合には、記載不要。 

1．該当   2．非該当 

先端設備の当否 1．該当   2．非該当 

 

                      当該設備は、上記のとおりであることを証明します。 
 該当要件欄に記載してある事項について 
確認し、該当要件を満たしていることを証 
明します。 
                      平成 2X 年 ○月 ○日 

平成  年  月  日 

 
製造業者等の名称  配電 株式会社         

 
製造業者等の所在地 東京都港区江南 1-10-2    

 
代表者氏名     配電 太郎       印 

 
担当者氏名  変電 次郎  
担当者連絡先（電話番号） 03-3456-7890   

 

(注) 本証明書は、生産性向上設備投資促進税制（中小企業者等においては中小企業投資促進税制の上乗せ措置を含む）の対

象設備の要件とされている産業競争力強化法の生産性向上設備等のうち先端設備に係る要件（「最新モデル」、「生産性

向上」の要件）を満たしていることを証明するものです。当該税制の適用を受けるためには、さらに、当該設備の価額

が最低取得価額以上であること、産業競争力強化法施行日から平成 29 年 3 月 31 日までに取得等をし、かつ、事業の

用に供すること等の要件を満たす必要があります。詳しくは当該税制の概要をご参照ください。 
（http://www.meti.go.jp/policy/jigyou_saisei/kyousouryoku_kyouka/seisanseikojo.html） 

（一社）日本配電制御システム工業会指定用紙 

整 理 番 号  

① 下記②③以外の場合 ㇾ 

② 当該設備が一代前モデルのソフトウエア組込型機械装置である場合 □

③ 当該設備がソフトウエアである場合 □ 

 
 
 
 
 
 
 〒108-0023 
 東京都港区芝浦 2-14-5ユニベル田町ビル 

 
  電話：03-3436-5510 
 一般社団法人 
    日本配電制御システム工業会 

 
  会長  宇賀神 清孝  印 



（ 部に記載）

工業会
チェツク欄

＜比較指標＞　エネルギー消費効率

＜比較設備＞　

2006 年

2014 年

8 年

周波数 1．50Hz 2．60Hz

エネルギー消費効率 No1. No2. No3. No4. No5.

相数／定格容量　kVA 1相／150 1相／200 3相／300 3相／300 3相／500

C．一代前モデル　 W 492 590 946 1003 1357

D．当該設備　　　 W 424 527 866 918 1227

E．エネルギー消費効率の改善％ 1.7% 1.3% 1.1% 1.1% 1.2%

415V

No6. No7. No8. No9. No10.

相数／定格容量　kVA 相／　 相／　 相／　 相／　 相／　

C．一代前モデル　 W

D．当該設備　　　 W

E．エネルギー消費効率の改善％ 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

No11. No12. No13. No14. No15.

相数／定格容量　kVA 相／　 相／　 相／　 相／　 相／　

C．一代前モデル　 W

D．当該設備　　　 W

E．エネルギー消費効率の改善％ 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

エネルギー消費効率の改善総計 変圧器台数

E AV： 年平均 6.4% 5 1.3% 　≧ 1 ％

1．該当　　　　　　　　　　2．非該当

B－A

A．一代前モデル販売年西暦

B．当該設備販売開始年西暦

最
新
モ
デ
ル
に
該
当
す
る
か

下記の(ア)又は(イ)のいずれか
に該当。
(ア)当該設備は、取得等をする
年度から起算して、14年以内に
販売が開始されたものであり、
かつ販売以降、当該設備より新
しい同種同用途のモデルは販売
されていない。
(イ)当該設備は、販売開始年度
が取得等をする年度及びその前
年度であるモデルである。

取得等をする年度： 2017年度

先端設備の当否

当該設備の一代前モデルと比較
して年平均1％以上のエネル
ギー消費効率の改善が図られて
いる。

エネルギー消費効率改善算定式

　

様式第３－１

生産性向上設備投資促進税制　要件確認内訳表（建物附属設備）　【油入変圧器用】

変圧器メーカ名： Ｍ電機

1．申請する受変電設備の変圧器について記載してください。

2．増設の場合は、既存に設置されていた変圧器との比較ではなく、新たに設置する変圧器と同一メーカの
　　旧（一代前）モデルとの比較としてください。

項目 製造業者記入欄

（注）一部のセルがExcel 2003以降に追加された計算式の機能を使用しており、Excel 2000までのバージョンで
は正しく表示されません。

1．該当　　　　　　　　　　2．非該当

該

当

要

件

生
産
性
向
上
に
該
当
す
る
か

1．該当　　　　　　　　　　2．非該当

販売開始年度　　： 2014年度

 
  ％＞
－

－
％  1  100

CAB

DC
 E 




●指標数値：

（＊変圧器の発売年度を記入する）

（＊変圧器を購入した年度を記入す



様式第 5 

 

平成 2Ｘ年○月○日 

 

産業競争力強化法の生産性向上設備等のうち 

先端設備に係る仕様等証明書発行依頼書 

（記入例） 

 (申請者宛) 

 

配電 株式会社 

   社長 配電 太郎 殿  

                                          (依頼者) 

郵 便 番 号 〒234-5678 

住 所 東京都千代田区霞ヶ関 10-8-1

企 業 名 株式会社 経産 

代 表 者 名 経産 一郎       印 

連絡先 Tel 03-1234-5678 

所 属 部 署 管理部 

担 当 者 名 経産 三郎 

 

 産業競争力強化法(平成 26 年 1 月 20 日施行)に基づく税制措置の適用を受けるため、下記

の設備について先端設備の要件を満たしていることの証明書発行手続きをお願いいたしま

す。 

 

記 

 
◇対象設備の概要 

対 象 設 備  
 国税庁減価償却耐用年数表  
別表第一 機械及び装置以外の有形減価償却資産の耐用年数表 
建物附属設備 電気設備のうち受変電設備 

対 象 設 備  
 国税庁減価償却耐用年数表  
別表第二 機械及び装置の耐用年数表 
電気業用設備 太陽光発電等新エネの発電設備に係る受変電設備

設 置 場 所  
（事業所名）ABC ビル 
（所 在 地）東京都千代田区霞ヶ関 1-1-10 

納 入 予 定 年 月  平成 29 年 3 月 

注 対象設備は建物附属設備、電気業用設備の何れかを選択し○印とする。 

経 

産 

本様式は、依頼者が申請者へ依頼する際に利用します。 

JSIA への提出は不要です。 


